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諮問第1号国民健康保険料の賦課限度額の改正について

国民健康保険料の区分と賦課限度額

0国民健康保険料率と賦課限度額(令和5年度)

所得割額

(前年の所得に応じて計算)

被保険者均等割額

(世帯内の被保険者数に応じて計算)

世帯別平等割額

(1世帯ごとに計算)

→上段の合算額が1世帯当たのの保険料となの,その上限額が下段に記載した額となります。

賦課限度額

医療給付費分

※介護納付金分は,40歳以上65歳末満の被保険者が対象となる保険料となります。

597%

十

27,100円

後期高齢者支援金等分

十

26300円
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2.16%

650ρ00円

十

8β00円

介護納付金分※

十

8,600円

2.11%

220,000'円

十

16,600円

十

170,000円



0賦課限度額の推移

平成26年度

平成27年度

平成28年度

平成29年度

平成30年度

基礎賦課限度額

(医療給付費分)

令和元年度

令和2年度

510ρ00円

令和3年度

520000円

令和4年度

旦4^田

※下線部が改正した箇所。

令和5年度

540,000円

580000円

後期高齢者支援金等

賦課限度額

旦」^

630000円

1^田

630,000円

旦旦^

170000円

1旦^田

650ρ00円

190,000円

190,000円

190ρ00円
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介護納付金

賦課限度額

190,000円

14^田

190ρ00円

2^田

160000円

22^田

160ρ00円

160,000円

160ρ00円

160ρ00円

170000円

170ρ00円

2

170,000円

170,000円



2 改正内容

令和6年度税制改正大綱の閣議決定(資料2参,系)によの国民健康保険法施行令の一部改正が予定さ

れていることに伴い,'本市の令和6年度以降の国民健康保険料の賦課限度額について,施行令に規定す

る額と同額とするため,後期高齢者支援金等賦課限度額を現行の22万円から24万円に引き上げるも

のです(八千代市国.民健康保険条例第18の10の一部改正)。

第18条の15

0賦課限度額改正案

現行

改正案

増減額

適用

基礎賦課限度額

(医療給付費分)

650,000円

650,000円

改正なし

第18条

後期高齢者支援金等

賦課限度額
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220,000円

240ρ00円

十20ρ00円

第'18条の 10

介護納付金

賦課限度額

3

170ρ00円

170ρ00円

改正なし



3 賦課限度額の改正に伴う影響

①賦課限度額に達する世帯の見込

賦課限度額の改正に伴い,賦課限度額に達する世帯の見込は,後期高断者支援金等分が50世帯,

0.19%の減となのます。

改正前

改正後

(世帯数:後期高齢者支援金等分26,フフ7世帯)

(時点:令和6年1月・第7期)

増減

後期高齢者支援金等分化ヒ率)

297世帯( 1.11%)

247世帯( 092%)

-50 世帯(-0.19%)

資料1
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②賦課限度額の改正に伴う影響額の見込

賦課限度額の改正に伴い,年間の影響額(保険料調定^動の見込は,後期高齢者支援金等分が504

万5千円の増額となります。

改正前の調定額

改正後の調定額

(時点:令和6年1月・第7期)

増減

後期高齢者支援金等分

798ρ57千円

803,102千円

資料1

5ρ45干円
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③ 賦課限度額に達する世帯人数別の所得及び収入額

この表は,賦課限度額に達する世帯人数別の所得及び収入額を比較したものとなのますが,例えぱ

1人世帯ですと,賦課限度額の改正に伴い,約982万円以上の所得額の場合は負担が増えることとな

り,新たな賦課限度額に達する世帯は約1ρ74万円以上の所得となります。

世帯人数

1人

2人

所得額

3人

改正前

約982万円

4人

約941万円

5人

約900万円

収入額

約860万円

約 1,177万円

約819万円

約 1,136 万円

約1ρ95万円

資料1

約1ρ55万円

所得額

約1ρ74万円

改正後

約 1,014万円

約1ρ33万円

約993万円

収入額

約952万円

約1269万円

6

約9卞1 万円

約1228万円

約 1,188万円

約 1,147万円

約 1,106万円



その他①産前産後期間に係る国民健康保険料の減額について

1 制度創設の経緯

子育て世帯の負担軽減,次世代育成支援等の観点から,全世代対応型の持続可能恋社会保障制度を構

築するための健康保険法等の一部を改正する法律(令和5年法律第31号)が令和5年5月19日に公

布され,それに伴う国民健康保険法施行令の一部改正が同年7月20日に行われ,国民健康保険制度に

おいて出産する被保険者の産前産後期間に係る保険料の減額制度が創設されたことから,本市の国民健

康保険料におき荻しても,産前産後期間に係る保険料を減額するものです。

ノ

資料1
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脅

2 制度の内容

ω減額の対象者

国民健康保険法施行令等の施行日が令和6年1月1日となるため,令和5年11月1日以後に出産

の予定日があの,又は出産を迎えた被保険者(以下「出産被保険者」といいます。)となります。

8
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②減額の対象期間

出産予定日(出生後の届出の場合は,出産日)の属する月(以下「出産予定月」といぃます。)の前

月(多胎妊娠(双子等)の場合は,3月前)から出産予定月の翌尺月までの期間(以下「産前産後期間」

といいます。)に係る保険料を減額対象とします(ただし,減額の対象期間は,令和6年1月以後の月

分となります。)。

単胎の場合

多胎の場合

△

出産予定月(出生後の届出の場合は,出生月)
▽

※四危枠(各月の国民健康保険料)のうち網掛け部分が,産
前産後期間に係る保険料の減額の対象部分と恋のます。

資料1

4か月分

6か月分
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③ 減額の内容

出産被保険者の産前産後期間が属する月分の所得割及び均等割保険料相当分を免除します。

3 影響額見込(令和6年度)

産前産後期閻に係る国民健康保険料の減額による影響につきましては,1年間における対象と恋る出

産被保険者数を約130人程度,その者に係る対象期間の保険料免除額約287万円程度と見込んでお

の弐す。1人あたのに換算しますと約2万3千円程度の減額となりますが,今回の免除制度が対象期間

に係る所得割と均等割に恋りますので,出産被保険者の前邱所得に基づき算定されます所得割の影響に

よの,実際の免除額は被保険者毎に大きく異なのます。

なお,この産前産後期間に係る保険料減額分の財源としては,国が2分の1,県が4分の1を負担す

ることとなの,市は残りの4分の1を一般会計で負担することとなのます。

資料1

ノ
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その他(2)

国民健康保険料の軽減判定基準

国民健康保険料の軽減判定基準とは,低所得世帯の保険料を減額するための所得の判定基準です。

国民健康保険料の軽減判定基準額の改正について

0国民健康保険料の軽減判定基準額(令和5年度)

所得金額が下表の基準以下の場合は,保険料のうち均等割と平等割力陣呈減されます。

軽減割合

7割

5割

43万円十硫合与所得者等の数一1)×10万円以下

2割

43万円十(29万円X被保険者数)十硫合与所得者等の数一1)×10万円以下

43万円十(53万5千円X被保険者数)十絲合与所得者等の数上1)×10万円以下

世帯の年間の総所得金額値呈減判定所得)

資料1
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0軽減判定基準額の推移

令和元年度

令和2年度

令和3年度

7割

令和4年度

33万円以下

33万円以下

43万円十俳合与所得者等の

令和5年度

※下線部が改正した箇所。

数一わ XI0万円以下

43万円十硫合与所得者等の

数一1)×10万円以下

33万円十(28万円X被保

5割

33万円十(28万5千円X

43万円十硫合与所得者等の

数一D XI0万円以下

険者数)以下

43万円十(28万5千円X

被保険者数).以下

被保険者数)十瞭合与所得者

等の数一1)×10万円以下

43万円十(28万5千円X

被保険者数)十硫合与所得者

等の数一つ XI0万円以下

資料1

33万円十(51万円X被保

2割

33万円十(52万円X被保

43万円十(29万円X被保

険者数)以下

険者数)十俳合与所得者等の

数一1)×10万円以下

43万円十(52万円X被保

険者数)以下

険者数)十絲合与所得者等の

数一1)×10万円以下

43万円十(52万円X被保

険者数)十硫合与所得者等の

数一1)×10万円以下

12

43万円十(53万5千円X

被保険者数)十瞭合与所得者

等の数一1)×10万円以下



2 改正内容

令和6年度税制改正大綱の閣議決定(資料2参照)によの国民健康保険法施行令の一部改正が予定さ

れていることに伴い,本市の令和6年度以後の国民健康保険料の軽減判定基準額につぃて,施行令に規

定する額と同額とするため,世帯人数に乗じる額を5割軽減では現行の29万円から29万5千円に,

2割軽減では現行の53万5千円から54万5千円に引き上げるものです(八千代市国民健康保険条例

第22条第2号及び同条第3号の一部改正)。

資料1
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0軽減判定基準額改正案

現行

改正案

43万円十硫合与所得

者等の数一わ XI0

万円以下

7割

増減額

43万円十'硫合与所得

者等の数一1)×10

万円以下

適用

43万円十(29万円X

被保険者数)十硫合与

所得者等の数一わ

XI0万円以下

5割

改正なし

43万円十(29万5千

第22条第1号

田X被保険者数)十
硫合与所得者等の数一

わ XI0万円以下

資料1

43万円十(53万5

千円X被保険者数)十
硫合与所得者等の数一

1)×10万円以下

十5ρ00円

(?劇呆険者1人につき)

2害1

第22条第2号

43万円十(54万5

千円X被保険者数)十

硫合与所得者等の数一

わ XI0万円以下

十10ρ00円

(;劇呆険者1人につき)

14

第22条第3号



3 軽減判定基準額の改正に伴う影響

①軽減判定基準額に達する世帯等の見込

均等割

平等割

5割軽減

(時点:令和6年1月・第7期)

2割軽減

5割軽減

改正前

2割軽減

4540人

4,609人

2,950世帯

改正後

2890世帯

資料1

4,644人

4,642 人

、J

3ρ18世帯

増減

2903世帯

104人

15

33人

68世帯

13世帯



②軽減判定基準額の改正に伴う財政負担

軽減判定基準額の改正に伴い,軽減対象世帯等が増えることにより,年間の保険料調定額は減とな

るものの,この減額分は県が4分の3を負担することとなり,市は残のの4分の1を一般会計で負担

することから,国保特会での財政負担は生じないものとなのます。

資料1
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その他(3)'令和6年度国民健康保険料予算見積状況について

1 国保財政の仕組み

0都道府県が財政運営の責任主体となιク,市町村ごとの国民健康保険事業費納付金(②)の額の決定や,保険給付
に必要な費用(④)を,全額,市町村に対して支払う(保険給付費等交付金③の交付)ことによの,国保財政の
「入」と「出」を管理します。

0市町村は,都道府県が市町村ごとに決定した納付金(②)を都道府県に納付します。

0市町村は,納村金(②)を都道府県に納付するため,保険料率を決定し,被保険者から保険料(①)を徴収しま
す。なお,市町村が納付金(②)を納めるため,都道府県が参考として標準的な水準を示した数値が標準保険料率
と1弐のま、「。"」'<ハ」ハ

都道府県の
国保特別会計

収入

②納付金

市町村の
国保特別会計

本市における1人当たりの国民健康保険事業費納付金②の推移
R2年度
129628円

収入

R3拜度
129402円

資料1

①保険料

③交付金

支出

R4年度
131440円

支出

④保険給付費

17

R5年度
139449円

R6年度(仮係数)
143901円

公
費

公
費



2 現行保険料率と標準保険料率との比較

平成30年度からの国保広域化によの,国民健康保険料は県が示す標準保険料率を参考に市が決定することとな
りました。下表は,,八千代市の現行保険料率と県から示された令和6年度の標準保険料率(仮係数段階)との比較
をしたものとなります。

・令和6年度の標準保険料率(仮係数段階)(A)

所得割

区分

均等割

平等割

(%)

・八千代市の現行保険料率(B)

(円)

(円)

所得割

区分

均等割

医療給付費分

平等割

(%)

・現行保険料率と標準保険料率(仮係数段階)との差(B)

(円)

(円)

所得割

区分

均等割

医療給付費分

6.05

29,621

平等割

28,949

(%)

(円)

後期高齢者支援金分

(円)

医療給付費分

597

27,100

26300

後期高齢者支援金分

255

11ρ63

△008

10β91

△2,521

△2,649

介護納付金分

後期高齢者支援金分

資料1

(A)

2.16

8β00

8,600

介護納付金分

214

17ρ20

△039

△2263

△2291

18

介護納付金分

211

16,600

△003

△420



3 令和6年度当初予算見積における保険料不足見込額

下表は,現時点における令和6年度国民健康保険事業の予算見積状況と保険料不足見込額を示したものとなのま
す。

国民健康保険を取の巻く状況といたしましては,75歳到達による後期高齢者医療制度への移行や社会保険の適用
拡大により,国保の被保険者は年々減少しておの,今後も被保険者は減少U,保険料収入も減少していくことが見
込まれておのます。

また,医療の高度化や被保険者の高齢化の進展等により,引き続き,1人当たの医療費の増加が見込まれること
から,.市が県に納める1人当たのの国民健康保険事業費納付金や県から示される標準保険料率の上昇が見込まれる
ところでございます。
令和6年度につきましても,1人当たりの国民健康保険事業費納付金や標準保険料率は上昇しておりますが,本
市といたしましては,昨今の物価高騰等の社会情勢にも配慮し,財政調整基金を活用して,_引き続き,保険料率の
改定は行わず,令和5年度と同一の保険料率で予算要求をすることとしました。

=現時点における見積状況となのますが,歳出見込麺①から特定財源見込額②を差し引いた一般財源見込額③の35
億6,410万4千円を国民健康保険料等で賄う必要がございます。八千代市の現行保険料率等に基づく国民健康保険
料等見込額④は31億3,944万2千円と見込んでおりますことから,一般財源と現行保険料率等に基づく国民健康保
険料等の差額と恋る⑤の4億2,466万2千円が不足と恋ることを見込んでおのます。
令和6年度につきましても,この収支不足見込額を国保財政調整基金からの繰り入れで補てんし,保険料率を維
持する方針でございます。

歳出見込額

16280,557
①

特定財源見込額
(国県支出金・
繰入金等)

12,716,453
②

一般財源見込額
①一②

3564,104

現行保険料率等
に基づく国民健
康保険料等
見込客頁

③

(単位:干円)

3,139,442

保険料不足
見込客頁
④一③

資料1

△424,662
⑤

19

④



4 国民健康保険事業財政調整基金の状況

下表は,国民健康保険事業財政調整墓金の状況を示したものとなのます。

令和5年12月末現在の財政調整基金残高は約12億3β29万2千円となっておの、ます。
今年度の見通しとしては,ここから,令和5年度当初予算に計上した利子分の46万8千円を積み立てる一方,' 3
月補正後の令和5年度繰入予定額の2億8β19万円を国民健康保険事業特別会計に繰の入れることによの,令和5
年度末現在高を9億5ρ57万円と見込んでいるところでございます。
令和6年度については,令和6年度当初予算に計上予定の利子分の45万4千円を積み立てる一方,令和6年度繰
入予定額の4億2,466万2千円を国民健康保険事業特別会計に繰の入れることによの,令和6年度末現在高を5億
2,636万2千円と見込んでいるところでございます。

繰入(取崩)額

舌責U客頁

国保財政調整基金残高

※令和5年度決算剰余金による積立は反映しておりません。

令和5年12月末
現在

1238292

令和5年度
(見込額)

288,190

(単位:千円)

468

950,570

(年度末)

令和6年度
(見込客動※

424,662

454
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526362

(年度末)
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5 今後の国民健康保険料水準の統一に向けた動向について
①保険料率決定に関する経緯と現状
国保制度改革(広域化)により,都道府県が国保制度の運営主体に加わの,平成30年度に大阪府が保険料水
準の完全統一を行いました(令和5年度までは経過措置)。令和6年度には,奈良県及び沖縄県においても完全
統一が図られる予定です。
千葉県においては,従来どおり各市町村で保険料率を決定しております。
法改正に伴い,令和6年4月1日から,保険料水準の平準化に関する事項等が都道府県国民健康保険運営方針
(令和6年度~令和11年度)の必須記載事項に位置付けられることとなり,国においても令和5年10月にΠ呆
険料水準統一加速化プランJ を策定しました。

②千葉県の方針(「第2期千葉県国民健康保険運営方針」案)
0納付金の算定において,令和7年度から医療費水準の反映を段階的に縮小し,令和11年度に廃止儲剛寸金
ベースの統一)。

医療費指数反映係数(各市町村の医療費水準を反映させるための係数)

「保険料水準統一加速化プラン」における「統一の意義」
①保険料変動の抑制:特に小規模な保険者で,年度間の変動を抑制可能。
②被保険者間の公平性確保:都道府県内のどの市町村でも,同じ保険給付を保険
料負担で受けられる。

0将来的に「被保険者の所得と世帯構成が同じであれぱ県内どの市町村に住んでも同じ保険料になること(保
険料水準の統一)を目指す。

この資料に記載した標準保険料は仮係数段階の暫定値であり,確定に至るまでの間に変動する可能性を含んでおの
ます。確定値は県よの2月に公表される予定となっております。
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